


 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
  
 

２．仮使用承認制度の概要 

○ 小規模な建築物以外の新築等にあたっては、特定行政庁が安全上、防火上及び避難上支障がないと認め
て仮使用の承認をしない限り、工事完了前の建築物の使用は禁止される。 

制度概要 

〈参照条文〉 

第7条の6  第6条第1項第1号から第3号までの建築物を新築する場合（中略）においては、当該建築物の建築主は、
第7条第5項の検査済証の交付を受けた後でなければ、当該新築に係る建築物（中略）若しくは建築物の部分を使用
し、又は使用させてはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合には、検査済証の交付を受ける前に
おいても、仮に、当該建築物又は建築物の部分を使用し、又は使用させることができる。  
一 特定行政庁が、安全上、防火上及び避難上支障がないと認めて仮使用の承認をしたとき。 

（以下、略） 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
  
 

 仮使用承認の審査にあたっては、対象となる工事中の建築物について想定される危険要因を具体的に検討
し、個々の危険要因に対応した安全対策が適切に講ぜられているか否かを建築物の使用状況等を勘案して総合
的な見地から判断することが必要となり、基本的な考え方として以下の３つの柱から構成される。 
 ① 仮使用部分が防火避難等に係る必要な安全性能を有している（仮使用部分が一定の建築基準関係規定に

適合している）こと 
 ② 仮使用部分とその他の部分とが防火上有効に区画されていること 
 ③ 工事計画に応じて、工事に使用する火気、資材等の管理の方法、防火管理の体制等が適切に計画されて

いること 
  〈具体の審査内容例〉 
   ・工事用資材等の搬入及び搬出が仮使用部分に与える安全上等の影響がないか（個別の計画に応じて、搬出入経路、建物利用者動

線、工事や建物利用の時間帯、資材等の搬出入量・仮置場等を勘案して判断） 
   ・工事により機能の確保に支障を生じる避難施設等についてその代替措置が適切なものとなっているか（個別の計画に応じて、代替

措置の内容、工事期間・時間帯、利用者数等を勘案して判断） 
   ・火気使用等の特性に応じて、出火危険防止措置が適切なものとなっているか（個別の計画に応じて、火気使用等の種類、利用場

所・利用方法、管理場所・管理方法等を勘案して判断） 
   ・火災予防対策や災害発生時の対策等の防火管理体制が適切なものとなっているか（個別の計画に応じて、防火管理者・防火担当者

が受け持つ業務内容等を勘案して判断） 

 
 

 
 
  

仮使用承認の審査基準の基本的な考え方 
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３．仮使用承認手続きの所要期間の現状及び迅速化に向けた取組方針 

○ 建築基準法に基づく認定等の事務に係る標準処理期間の目安として、30日とする旨を通知 
  ［平成11年4月16日付建築指導課長通知（住指発第184号の２）］  

標準処理期間について 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
  
 

調査結果 

迅速化に向けた取組方針 

○ 平成23年度において行政庁に対して実施した調査（274行政庁より回答）によると、仮使用承認手続き
に係る事務処理期間の平均は以下のとおり。 

○ 20日以内の行政庁が約50%、21日～30日の行政庁が約30%、31日以上の行政庁が約10%となって
おり、平均としては、約21日となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

○ 手続きや申請書類の省略を求めるなどの合理化について措置する。 

○ 当該合理化を措置すること及び上記の調査結果を踏まえ、国として、仮使用承認手続きに係る標準事務処

理期間の目安として21日（休日、申請者側の書類補正期間は含まない。）とすることを通知し、手続きの

迅速化を推進する。 
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〈仮使用承認手続きに係る事務処理期間の平均〉 
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（参考）建築基準法に基づく建築工事と手続の流れ 

建築物の計画が法令に適
合しているかを確認 

行政庁が指定した特定の
工程が終わった段階で、そ
の建築物が基準に適合し
ているかを検査 

※平成18年改正で３階建

て以上の共同住宅に係る
中間検査を義務付け 

工事が完了した段階で、そ
の建築物が法令の基準に
適合しているかを検査 
（中間検査において適合す
ると認められた部分につい
ては検査不要） 
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 工事監理 
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確認済証 
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中間検査合格証 

完了検査申請 

検査済証 

建築主事 指定確認検査機関 又は 

建築士 

建設会社 
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